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給付担当 
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平成２７年１２月 

八王子市介護予防・日常生活支援総合事業説明会資料 



１．訪問型サービスについて① 
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予防訪問介護相当サービス 内容等 

単価 

（月額包括報酬） 

予防訪問介護相当サービス（Ⅰ）１，１６８単位 

 
予防訪問介護相当サービス（Ⅱ）２，３３５単位 

 
予防訪問介護相当サービス（Ⅲ）３，７０４単位 

 
※（Ⅲ）は要支援２の認定者のみが利用可 

 

 

 
現行、予防訪問介護
に同じ 

○現状の介護予防訪問介護は月額包括報酬とされているため、総合事業における 

 報酬単価も同様とする。 

○基本的には、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準」 

（平成１８年厚生労働省告示第１２７号）」を準用 

 

（１）単価等の設定について（現行相当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 当分の間、要支援１・２の認定者のみを対象とする。 



１．訪問型サービスについて② 
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訪問型サービスＡ 内容等 

単価 

（月額包括報酬） 

訪問型サービスＡ（Ⅰ）  ９９０単位 

 
訪問型サービスＡ（Ⅱ）１，９８０単位 

 
訪問型サービスＡ（Ⅲ）２，９７０単位 

 

 
※（Ⅲ）は要支援２の認定者のみが利用可 

 
１週に１回 

１回につき４５～６０分程度 

１週に２回 

１回につき４５～６０分程度 

１週に３回 

１回につき４５～６０分程度 

（２）単価等の設定について（緩和型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 身体介護を必要としない生活援助に限定 

 ※ 訪問介護（生活３）の単位数に依拠し単価設定 

 ※ 訪問回数と時間を明確化 

 ※ 減算・・・同一建物等に居住する利用者に対するサービス提供に係る減算 

 ※ 加算・・・初回加算 

 ※ 当分の間、要支援１・２の認定者のみを対象とする。 



２．通所型サービスについて① 

4 

予防通所介護相当サービス 内容等 

単価 

（月額包括報酬） 

事業対象者・要支援１ １，６４７単位 

 
事業対象者・要支援２ ３，３７７単位 

 

 

 
現行、予防通所介護に同じ 

○現状の介護予防通所介護は月額包括報酬とされているため、総合事業における 

 報酬単価も同様とする。 

○基本的には、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準」 

（平成１８年厚生労働省告示第１２７号）」を準用 
 

単価等の設定について（現行相当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ※ 当分の間、要支援１・２の認定者のみを対象とする。 
 



３．訪問型・通所型サービス留意事項① 
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○平成２８年３月１日以降、八王子市の要支援認定者に提供 

 する介護予防訪問介護及び介護予防通所介護は、認定の有 

 効期間の切れる利用者より総合事業によるサービスに順次 

 移行。 

 

○総合事業によるサービスの提供には、「利用者との契約」 

 及び「重要事項説明書の交付・説明・同意」が必要。 

 

○通所型サービスＡの実施は今後検討。 

 

○平成２８年度より、総合事業に係る介護予防ケアマネジメ 

 ントの考え方の整理を行う予定。 
 



３．訪問型・通所型サービス留意事項② 
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○今後、適正な事業運営を図る観点から、サービス利用実績 

 に応じた報酬（１回あたりの単価設定による報酬）の設定 

 も検討していく予定。 

 

○一単位あたりの単価は現行どおり。 

 

○請求は従前どおり国保連に対して行うが、サービスコード 

 表は変更となる。現行サービスコードと混同の無いように 

 注意が必要。 

 （平成２８年１月下旬にホームページに掲載予定。） 
 

 
 



４．介護予防ケアマネジメントについて① 
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平成27年6月5日 
介護保険最新情
報Vol.484より抜
粋 



４．介護予防ケアマネジメントについて② 
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平成27年6月5日 介護保険最新情報Vol.484より抜粋 



４．介護予防ケアマネジメントについて③ 
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介護予防ケアマネジメント 内容等 

単価 

介護予防ケアマネジメントＡ 

 
介護予防ケアマネジメントＢ 

 

 
介護予防ケアマネジメントＣ 

 
※単価はＡ～Ｃ全て  ４３０単位 

介護予防支援と同等のサービス。 

 
Aのモニタリング頻度、サービス
担当者会議を緩和した類型を想定。 

 
初回のみのケアマネジメント。 

 

○当分の間は、「指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準」（平 

 成１８年厚生労働省告示第１２９号）」を準用するため、現行の介護予防支援 

 相当の介護予防ケアマネジメントである介護予防ケアマネジメントAのみを実施。 

  

 

単価等の設定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※初回加算・・・３００単位、介護予防小規模多機能連携加算・・・３００単位 
※一単位あたりの単価は現行どおり。 



４．介護予防ケアマネジメントについて④ 
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平成27年6月5日 介護保険最新情報Vol.484より抜粋 



５．介護予防ケアマネジメント留意事項① 
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○平成２８年５月より、総合事業に係る介護予防ケアマネジメントの考え方の整 

 理を行い、平成２９年３月より本格実施の予定。 

 

○区分支給限度額・・・現行どおり 

 

○給付管理の対象となるサービス 

（予防訪問介護相当、訪問型サービスＡ，予防通所介護相当） 

 

○契約書（包括⇔利用者、包括⇔居宅介護支援事業所） 
 ・包括と居宅介護支援事業所間で結ぶ委託契約に係る契約書は、再度取り交わ 

  す必要無し。 

 ・包括と利用者間の契約は再契約が必要。 

 ※重要事項説明書も同様の取扱い。 

 

○「介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書 

 兼要支援認定の資料提供にかかる同意書」 

 ※平成２７年１２月中に新様式を通知予定。 
 



５．介護予防ケアマネジメント留意事項② 
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○ケアプラン新様式 

 ※従前の介護予防支援と介護予防ケアマネジメントを兼ねたもの 
 


